
海外での社会貢献活動における協同を促すデザインの検討 

－学生集団に注目した分析－ 
 

山 本 良 太 
久保田 賢 一 

要旨 

本研究の目的は、海外の人たちとの協同を通した学習の機会である、海外での社会貢献活動を

デザインする際の要件を提示することである。本研究では、学生が現地の活動対象者と関わると

き、学生が所属する学生集団の構成に影響されるという考えから、海外での社会貢献活動に取り

組む学生集団がどのように構成されているのか、という問いに基づいて実践事例を分析し、デザ

イン要件を検討する。関西大学の学生が中心となって取り組む海外での社会貢献活動を実践事例

とし、そこに参加していた 13 名の学生を対象として半構造化インタビューと分析を行った。結果、

活動開始後間もない時期では学生と現地対象者と積極的なコミュニケーションが生起し、協同が

作り上げられるが、次第にコミュニケーションが失われ協同も生まれなくなる。その後、取り組

みの反省に基づいて、再び学生は現地の対象者とコミュニケーションを行うようになる。コミュ

ニケーションが失われる理由として、学生集団が上級生と下級生という関係性の中で活動を維持

継承していく仕組みがあることが分かった。分析の結果から、本研究では、①新参の学生の活動

への参加を促す仕組みが埋め込まれていること、②柔軟に学生集団の活動内容を変化させること、

③活動の改善を促すコンサルテーションを行うこと、という３つのデザイン要件を提示した。 

 

キーワード 大学教育、海外での社会貢献活動、協同、学生集団 

 

１．はじめに 

1.1.  海外での社会貢献活動への注目 

グローバル社会の進展に伴い、海外の人たちと

の交流や協同が日常的に求められるようになって

きている。このような社会の中で、とりわけ大学

には、グローバル人材と呼ばれる、海外の人たち

との協同を実現することができる人材の育成が求

められている（グローバル人材育成推進会議 

2011）。協同とは、共通する目的の解決のために、

コミュニケーションを通して作り上げられる関係

を意味する。グローバル人材育成の具体的な方法

として、日本学生支援機構が支援する短期派遣事

業のように、積極的に学生を海外に派遣し、海外

の人たちと協同を作り上げる場面に参加させるこ

とが挙げられる。 

多くの大学では、これまでも海外の協定大学な

どへ学生を派遣する海外留学を実施してきた（横

田・太田・坪井・白土・工藤 2006）。しかし、学

生が海外に留学しても、現地の人たちと関わりを

持つ機会は限られている（Tanaka 2007）。これ

ら大学が行う海外留学は、「箱入り学生の留学プロ

グラム（工藤 2009）」といわれ、学生はあらかじ

め派遣大学や現地の受け入れ機関が設定した語学

研修プログラムや異文化体験プログラムを、同じ

大学の日本人学生だけで、集団で受講しなければ

ならないという行動の制約がある。そのため、現

地で海外の人たちとコミュニケーションする機会

も限られてしまう。このような課題から、大学が

行う海外での教育実践では、より現地の人たちと

のコミュニケーションを重視したプログラムを構

築することが求められている。 

そこで本研究では、海外の人たちとのコミュニ

－45－



ケーションを重視した教育実践の一つとして、海

外の社会問題を日本人学生と現地の人たちが協同

して解決することを目指す活動（以下、社会貢献

活動）に注目する。社会問題とは、環境の変化に

伴って、従来の生活様式では対応できなくなった

結果生じる問題である。例えば、アフリカでは野

生動物の保護を強化することによって動物の数が

増えたが、その結果野生動物保護区域内で生活し

ていた人たちが獣害に苦しむようになってしまっ

たという例などがある（岩井 2010）。このような

問題に学生が取り組むためには、異文化の人たち

との協同が欠かせない。なぜなら、社会貢献活動

で大切にされなければならないのは、現地の人た

ちの生活を守ることであるため、学生が自分たち

の価値観や考え方を一方的に押し付けたとしても、

問題の解決にはならないからである。そのため、

海外での社会貢献活動では、学生は現地の人たち

とコミュニケーションを通じて目的を共有し、そ

の解決に向けた取り組みを行う必要がある。 

学生は、現地の人たちと協同を作り上げる経験

を通して、グローバル人材に求められる能力を身

に付けていくと考えられることから、海外での社

会貢献活動はその重要な学習の機会となる。しか

し、海外での社会貢献活動に関する研究は、参加

学生の認識や態度の変化から学習成果があったと

いう報告があるものの（岩井 2010）、学生がどの

ような学習環境の中で現地の人たちとの協同を作

り上げることができたのか、具体的なデザインに

ついて検討されていない。そこで本研究では、海

外での社会貢献活動をデザインする際の要件を、

事例の分析を通して提示することを目的とする。 

1.2.  海外での社会貢献活動をデザインする観点 

 現地の人たちとの協同は、コミュニケーション

する機会だけを用意すれば自ずと生起するもので

はない。サービスラーニングなど海外でのボラン

ティア活動を通して協同の構築を企図した教育実

践に関する先行研究では、積極的なコミュニケー

ションの結果、協同が生じていた事例が示される

一方で、相互努力が生まれず協同もまた生じなか

った事例も見られる（McAllister・Whiteford・

Hill・Thomas・Fitzgerald 2006）。 

このような事例ごとに異なる結果について、先

行研究では、現地の知識、文化的背景の異なる他

者と接触する際の資質や耐性など個人が持つ能力

が協同の実現に重要な要因であると考えられてき

た（山岸 1997、小澤 2001）。一方で、海外の人

たちをはじめとした、文化的背景の異なる人たち

との協同が実現しない理由として、個人の知識や

資質が不十分であるためではなく、それぞれが所

属する集団との関係によるという考え方も見られ

るようになってきた（エンゲストローム 1999、

稲葉 2010）。こうした考え方では、個人の行為は、

集団内のルールや分業体制などと切り離すことが

できず、その関係の中で決められる。また、個人

は集団へと継続的に参加し活動へ深く関与する過

程を通して、活動内のルールや分業体制などを内

面化し、次第に習慣化した行為としていく（Rogoff, 

2006）。このような個人の行為を個人が所属する

集団との関係の中で理解するという観点から海外

での社会貢献活動のデザインを捉えると、学生が

現地の人たちと協同に向けてコミュニケーション

することを促す集団をデザインすることが重要で

あるということができる。 

大学における海外での社会貢献活動では、学生

は一人で活動の対象地域に飛び込み、問題解決に

向けて取り組むのではなく、所属する大学の他の

学生とチームを組み、現地の人たちと関わること

が多い（早稲田大学平山郁夫ボランティアセンタ

ー 2010）。社会貢献活動を行う学生集団は、現地

での取り組み内容やその準備を日本で行い、現地

へ渡航し現地の人たちと調整をしながら活動を行

う。このように学生は常に他の学生との間で構成

されたチームに参加しながら現地の人たちとの協

同を作り上げる。そこで本研究では、学生の行為

は学生集団の構成に影響を受けるという考えから、

学生集団がどのように構成されているのか、また

それによって学生の現地の人とのコミュニケーシ
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ョンにどのように影響しているのかを明らかにす

る。 

 

２. 研究の目的 

本研究の目的は、海外での社会貢献活動をデザ

インする際の要件を提示することである。学生が

社会貢献活動の対象者と関わる際、学生集団のル

ールや分業体制といった構成が影響しているとい

う考えに基づき、協同に向けたコミュニケーショ

ンを促すためにはどのように学生集団をデザイン

すればよいか検討する。 

本研究では、海外での社会貢献活動をデザイン

する要件を検討するために、関西大学の学生が行

う事例を取り上げる。事例から学生と現地の対象

者とのコミュニケーションが促進されたり、阻害

されたりするとき、学生集団がどのように構成さ

れているのかを分析し、得られた知見からデザイ

ン要件を検討する。具体的には、対象の事例にお

いて学生と現地の対象者との間でどのようなコミ

ュニケーションが行われ、実践が展開したのかを

整理する。そして、その実践に取り組む学生集団

がどのように構成されていたのかを、実際に参加

していた学生に対するインタビューとその分析よ

り明らかにする。 

 

３. 研究の方法 

3.1.  研究の方法 

 本研究が対象とする事例は、2007 年から関西大

学に所属する学生が中心となって取り組んでいる、

フィリピンの小学校における ICT 教育の普及を

目的とした活動である（以下、プロジェクト）。フ

ィリピンでは、ICT の教育利用を教育省が中心と

なって進めており（Department of Education 

Philippines 2008）、小学校にもコンピュータやプ

ロジェクターをはじめとした ICT 機器が導入さ

れるようになってきた。しかし、ICT 機器が導入

されたとしても、操作方法や授業での効果的な活

用方法に関する研修などが十分に行われておらず、

導入された機器が活用されていないままであった

（Kubota・Yamamoto・Morioka 2007）。そこで、

情報学を専攻する学生が中心となり、フィリピ

ン・ブラカン州マロロス市の小学校教師に対して、

ICT の授業活用に関する研修を行ってきた。 

具体的には、①フィリピンの小学校における指

導方法や指導内容に適した ICT の活用方法につ

いて関西大学の学生と現地教師が協同的に検討す

る、②検討にもとづき必要な機器の操作や教材作

成について学生が研修を実施する、③研修を受講

した教師が授業で活用する、という流れで活動を

行ってきた。学生は夏季および春季の長期休暇を

利用してフィリピンに２週間程度滞在し、活動を

行っている。 

 プロジェクトは、興味・関心のある学生が参加

する正課外の取り組みであり、ほとんどの学生は

学部３年次より活動に参加し、卒業までの２年も

しくは、大学院に進学し４年間にわたって活動を

継続している。人数の多少はあるが、毎年 10 名

程度が参加している。本研究では、プロジェクト

が開始された2007年から2013年を分析対象の期

間とする。プロジェクトでは、2013 年までに４つ

の小学校（A校～D校）の教師と連携して活動を

行ってきた（表１、表２）。 

 学生を指導する立場の教員は、学生に活動場所

を紹介し、学生が行う活動に対して適宜アドバイ

スや指示などを行うが、出来るだけ学生が責任を

持って取り組めるように、前面に出ないように心

がけていた。 

本プロジェクトを分析の対象とした理由は、継

続的なプロジェクト実施の中で、現地教師との協

同的な活動が実施されたりされなかったりしたこ

とが、先行研究より示されているからである。 
 

表１ 対象校、実施期間、研修回数 

対象校 実施期間 研修回数

A校 2008年２月～2009年８月 ４回 

B校 2009年２月～2010年８月 ４回 

C校 2011年３月 １回 

D校 2011年８月～2013年３月 ２回 
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2010 年８月に現地での研修を行う学生を観察し

た箕浦（2012）は、学生が現地の教師と関わるこ

となしに一方的に研修を立案、実施していたと述

べている。一方で、山本・久保田（2012）は、2012

年３月に現地での研修を行う学生に対するインタ

ビューから、プロジェクト内には、教師との関わ

りの中で研修を立案・実施することが、共通のル

ールとして認識されていたことを明らかにしてい

る。このように同一の学生集団内で、時期によっ

て異なる学生の現地の教師との関わり方が見られ

る。本プロジェクトを対象とすることで、協同の

実現に向けてコミュニケーションが促される時、

または阻害される時の学生集団の特徴を理解する

ことができ、海外での社会貢献活動をデザインす

る際の知見を得ることができると考えた。 

3.2.  分析対象のデータ 

学生がフィリピン人の教師とどのように関わり

を持つかは、学生が参加している学生集団内のル

ールや分業体制などと切り離すことができない。

学生集団がどのように構成されていたのか、また

それらが学生の行為にどのように影響していたの

かを理解するため、本研究では対象事例に参加し

た経験を持つ 13 名の学生に対して半構造化イン

タビューを行った。インタビューの対象とした 13

名は、参加時期や経験の異なる学生を選出した（表

３）。インタビューは、2012 年１月から 2013 年 

表２ 各対象校での研修の内容 

時期 内容 

A 校 

2008年２月（１回目） 
・プレゼンテーションソフトウェアの操作方法 
（キーボード入力、写真・イラスト素材の挿入、アニメーション等） 

2008年８月（２回目） 
・プレゼンテーションソフトウェアの操作方法 
（授業で活用可能な教材作り） 

2009年３月（３回目） 
・プレゼンテーションソフトウェアを用いた教材作成 
・ICTを活用した授業実践 

2009年８月（４回目） 
・プレゼンテーションソフトウェアを用いた教材作成 
・ICTを活用した授業実践 

B 校 

2009年３月（１回目） 
・プレゼンテーションソフトウェアの操作方法 
（テキストの打ち方、写真・イラスト素材の挿入、アニメーション等） 

2009年８月（２回目） 
・プレゼンテーションソフトウェアの操作方法 
（授業で活用可能な教材作り） 

2010年３月（３回目） 
・プレゼンテーションソフトウェアを用いた教材作成 
・ICTを活用した授業実践 

2010年８月（４回目） 
・プレゼンテーションソフトウェアを用いた教材作成 
・ICTを活用した授業実践 

C 校 

2011年３月（１回目） 
・Windows Officeソフトウェアの使用方法（初級コース） 
・プレゼンテーションソフトウェアを用いた教材作成 
・ICTを活用した授業実践 

D 校 

2011年８月（事前調査） ・教師の日常的な授業実践理解のための授業観察および教師との対話 

2012年３月（１回目） 
・観察にもとづくD 校での ICT活用方法の例示 
・プレゼンテーションソフトウェアを用いた教材作成 
・ICTを活用した授業実践 

2012年８月 （中止） 
対象校が所在する地域で発生した集中豪雨および大規模浸水によって学校が１週間

にわたり休校となり研修中止 

2013年３月（２回目） 
・観察にもとづくD 校での ICT活用方法の例示 
・プレゼンテーションソフトウェアを用いた教材作成 
・ICTを活用した授業実践 
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表３ インタビュー調査の対象者一覧 

学生 参加時期／継続年数 

三井 2008年４月～2010年３月／２年 

中田 2009年 10月～2012年３月／３年６ヶ月

森田 2009年 10月～2012年３月／３年６ヶ月

上島 2009年 12月～2013年３月／４年３ヶ月

藤島 2009年 12月～2011年３月／２年３ヶ月

本宮 2009年 12月～2011年３月／２年３ヶ月

原田 2009年 10月～2013年３月／3年６ヶ月

多田 2009年４月～2011年３月／２年 

山﨑 2010年４月～2013年３月／２年 

内山 2010年 12月～2013年３月／２年４ヶ月

高橋 2011年４月～2013年３月／２年 

西川 2011年 12月～2013年３月／１年４ヶ月

野村 2011年 12月～2013年３月／１年４ヶ月

 

７月に、一人 60 分～120 分行った。インタビュ

ーでは、①プロジェクトにおける自分自身の活動

内容、②現地の教師・他の学生との関わり方、③

プロジェクトに参加する他の学生との関わり方、

に関する項目を含め、筆者との自由な対話の中で

進めた。インタビュー対象者は、卒業してから時

間が経過している学生もいるため、参加当時の様

子を思い返すために、必要に応じて参加時の写真

や学生らが参加時に作成し研修に使用した教材、

研修実施までの工程表などを見せ、活動を振り返

りながらインタビューした。実施したインタビュ

ーはすべて IC レコーダーで録音した。 

筆者は 2007 年のプロジェクト開始時のメンバ

ーとしてA校での研修に参加していた。B 校での

研修以降は、コーディネーターとして参加する学

生に対する活動の質を補償するための助言や、現

地の協力者や教師との研修実施のための交渉、さ

らに研修終了後に教師に対して授与する修了証の

作成などを行っていた。このように筆者は継続的

にプロジェクトに関わっていたため、プロジェク

トがどのような状況の中で活動を行っていたのか

を解釈することができる。またインタビュー対象

者の学生とのラポールが形成されているため、深

いデータ収集が可能になる。 

3.3.  データ分析の方法 

収集したデータは、質的研究手法にもとづいて

分析する。学生が作成した報告書はその本文を、

自由記述アンケートは現地の教師が記入した文章

を分析の対象とする。半構造化インタビューは、

録音したデータを文字化したものを分析のデータ

とする。 

 分析は、箕浦（2009）を参考に、①オープン・

コーディング、②軸足コーディングとカテゴリ

ー・グループの析出、③析出されたカテゴリー・

グループ間の関連の検討、④図式化、という一連

のプロセスで実施した。①オープン・コーディン

グでは、分析対象のデータの内容を意味ごとに分

割する作業を行った。特にインタビューデータの

分析は、現地の教師とどのように関わっていたの

か、学生ごとや時期によって異なることが考えら

れるため、コーディング結果が混同しないように、

学生ごとにオープン・コーディングを行った。②

軸足コーディングでは、オープン・コーディング

によって生成された一つ一つのコードの意味間の

関連を検討し、意味の共通するコードをまとめた

カテゴリーを生成した。さらに、内容が共通する

上位概念によってまとめられるいくつかのカテゴ

リーを、カテゴリー・グループとしてまとめた。

③カテゴリー・グループ間の関連の検討では、生

成されたカテゴリー・グループ間の、時系列での

変化や原因と結果といった関連を見出す作業を行

った。④図式化では、③より解釈した協力関係が

作り上げられた過程、学生の現地の教師への関わ

り方と学生集団の特徴を整理し、図としてまとめ

る作業を行った。 

 

４. プロジェクトの展開過程 

研究対象のプロジェクトでは、2007 年から

2013 年にかけて、A 校から D 校の４つの小学校

で活動してきた。本章では、A校からD校まで４

つの研修対象校それぞれで、学生はどのように現
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地の教師と関わりを持ち、活動を展開していたの

かを整理して示す。報告書とアンケートを整理し

た結果、2007 年から 2013 年の活動では、学生の

現地の教師とのコミュニケーションの取り方は、

活動初期、活動中期、活動後期でそれぞれ異なる

ことが分かった。 

4.1.  A 校での研修 

A 校での研修が展開される過程において、学生

は教師の役に立つ研修を作り上げるために、積極

的に現地の教師と関わりを持ち教師の考えを聞き

出したり、教師から出された要望に応えたりして

いた。学生はA 校の教師にとって役立つ研修とは

どのようなものか、知らずに活動を始める。どの

ような研修が教師の役に立つか知らない学生は、

積極的に教師とコミュニケーションを取りながら

研修を作り上げていく。あらかじめ計画した研修

にこだわらず柔軟に変更したり、教師からの要望

を受け入れたりする学生の行為は、教師との関わ

りによって研修を作り出そうとする表れであった。 

A 校の教師は、研修開始当初は積極的に学生と

関わろうとしなかったが、研修を継続的に受講す

るなかで ICT の効果を実感し、学生にいろいろな

要望を出すようになった。A 校の教師は、研修を

受講する前から ICT を自分自身の授業に活用し

ようとは考えていなかった。しかし、学生たちが

教師との関わり作り上げた研修に参加する中で、

ICT に関する認識を変化させていった。結果、さ

らに ICT を学ぶための研修を継続するために、学

生に対して要求を出すように、その行為も変化し

ていった。 

A 校では、４回の研修を行う過程の中で、学生

と教師の間には積極的な関わりが生まれていた。

A 校での研修で学生は、教師の要望から研修を修

正してきた。教師も新しい ICT 活用研修を、学校

全体の取り組みとして位置づけ、授業時間を研修

に充てたり、研修に対して懐疑的な PTA 役員に

対する説得を行ったりした。結果的に研修を受講

した教師の一部は、日常的に ICT を授業に採り入

れるようになった（Hirakawa・Kato・Yamamoto 

2010）。これらのことから、A 校では学生とA 校

教師の協同が作り上げられていったといえる。 

4.2.  B 校・C 校での研修 

B 校・C 校での研修は、表２で示すように、A

校での研修内容とほぼ同様のものであった。A 校

では、どのような研修を作り上げればよいか、参

考にすべきモデルとなるものがなかったため、学

生は積極的に教師と関わり、研修を作り上げよう

としていた。一方でB校・C 校で学生は、A 校で

の研修を成功モデルと位置づけ、実践をそのまま

B 校・C 校に当てはめることができると考え、計

画を調整することなしに研修を実施していた。例

えば、４回で完結する研修の計画や、学校の授業

時間中での研修の実施などは、A 校での研修に従

ったものであった。しかし、A 校の教師との関わ

りから作り上げられた研修のやり方が、他の学校

でも当てはまる訳ではない。B 校の教師は、A 校

の教師のように、授業時間中に研修を受講するこ

とに対して抵抗があり、教師から授業時間中の研

修を避けてもらいたいという要望を出していた。

しかし学生は教師からの要求を受け入れず、A 校

での研修の実施方法に従って研修を行った。 

B 校・C 校の教師は、研修を受講し ICT を実際

に授業で使ってみることで、ICT の教育的価値を

見出し、これまでになかった取り組みである研修

を受講するための要求を学生に対して行い、協力

関係を作ろうとした。一方で学生は、教師の要求

に合わせてA校での研修の内容や実施方法を改善

させることなく研修を継続していた。結果、A 校

での研修のような学生と教師とのコミュニケーシ

ョンが生じず、B校での研修はA校と同様に４回

実施することができたが、C 校に至っては１回の

みの研修で打ち切りとなった。 

4.3.  D 校での研修 

D 校で学生は、B 校・C校での活動の反省から

研修を作り上げた。具体的には、B 校・C 校のよ

うに、A校での研修に基づいてD校での研修を実

施するのではなく、D校の教師と関わり、D校の

教師にとって役立つ研修を実施しようとした。そ
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のために学生は、D校の教師がどのような環境の

中で授業を行っているのか、またどのような授業

を行っているのかを知るために、学校の現状把握

と教師の授業観察に取り組んだ。 

D 校の教師は、学生との関わりについて、寄付

を得るための機会であるとして位置づけ、ICT の

教育活用を目的としていたわけではなかった。し

かし、教師の日常的な実践に基づいて作り上げら

れた研修に参加し、ICTの教育的意義を知ったり、

学生が提供する教材の利点を実感したりする中で、

研修に対する認識を変化させていった。最終的に、

研修を学生から寄付を引き出すための機会ではな

く、ICT の教育的活用の方法を学ぶ場として捉え

直し、学生に対して感謝の気持ちを持つようにな

っていった。 

 D校で学生は、A校で実施した研修はD 校の教

師にとって適切ではないことを自覚し、D 校教師

とのコミュニケーションから研修を計画、実施し

ていた。これは、B 校・C 校での研修のように、

学生が一方的にA校での研修を絶対視し教師の要

求に対応しなかったこととは対照的であった。 

4.4.  ４校での研修のまとめ 

2007年から2013年のプロジェクト活動の展開

過程を整理した結果を以下にまとめる。 

①活動初期：コミュニケーションによる研修構築

参考となる前例がなく、教師との積極的なコミ

ュニケーションの中で研修が作られる。 

②活動中期：A 校で構築した研修の内容・実施方

法をB校・C校に転用 

一度作り上げられた研修の認識を絶対視し、対

象の教師とのコミュニケーションなしに研修

を計画、実施する。たとえ教師から改善要求が

あったとしても改善が行われない。 

③活動後期：A 校で構築した研修の内容・実施方

法をD校に転用せず再構築 

A 校で形成した研修の認識は、D校の教師にと

って適切ではなく、D校教師とのコミュニケー

ションから研修を改善した。 

活動初期は、プロジェクトの学生が倣うべき前

例となる実践がないため、学生は積極的に現地の

教師とコミュニケーションすることでしか研修を

作り上げることができなかった。しかし、継続的

な活動の中で、一度作り上げた研修の形式がどの

ような対象校にも適切であると考えるようになり、

結果的に現地の教師とのコミュニケーションが行

われなくなる。異なる対象校教師の間で作り上げ

られた研修は、他の対象校教師にとって必ずしも

適切ではなく、そのため、協同も生じなくなって

いった。しかし、過去の活動を反省する学生が中

心となり、研修の作り上げられ方が変化する。学

生は、活動初期と同じように、教師とのコミュニ

ケーションを通して研修を作り上げようとし、関

わりから協同を構築しようとした。 

 ここで問題となるのは、なぜ学生が教師とのコ

ミュニケーションから研修を作り上げることより

も、過去の研修の形式を継承しようとするのかと

いうことと、そうした継承を批判的に捉え直し、

再び教師とのコミュニケーションから協同を構築

しようとするのか、という点である。以上の問題

について、学生に対するインタビューを分析し、

それぞれの段階で学生集団がどのように構成され、

学生の活動に影響していたのかを明らかにする。 

 

５. 学生集団の分析と考察 

5.1. プロジェクトへの参加を促す学生集団内の仕

組み 

13 名に対するインタビューから、プロジェクト

には共通して、継続的に参加する上級生との関わ

りによって新しく参加する下級生がメンバーの一

員になっていくという、学生の参加を促す仕組み

があった（図４）。 

プロジェクトへと新しく参加した新参の学生は、

上級生に促されながらプロジェクトの一員として

研修を実施するに必要な知識を獲得したり、プロ

ジェクトの一員としての意識を高めたりしていた。

学生がプロジェクトへと参加するきっかけは、自

分の関心や学習の目標を満たすことであることが
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多い。そうした学生は、フィリピンの教育の仕組

みや研修対象の教師に関する認識を持つことなく

プロジェクトに参加してくる。そうした新参の学

生がスムーズにプロジェクトの一員として研修が

行えるように、プロジェクトには新参の学生の参

加を促す仕組みがあった。 

学生は、上級生と下級生という立場の違いを明

確に区別し、上級生に追従しながらプロジェクト

の活動を行うことが求められ、ルールとなってい

た。また、参加経験の違いによって担うことがで

きる役割に違いが設けられており、参加経験が十

分でない学生は、例えば研修前に行われる学生と

教師のアイスブレイキングなど、過去に研修への

参加経験がなくても取り組むことができる役割を

担い、上級生は参加経験が十分でない学生のフォ

ローや、研修全体の運営に関する役割を担うとい

う分業体制があった。学生はその仕組みの中で研

修を実施するために必要な分業をはじめとした知

識、プロジェクトの一員としての責任感を高め、

プロジェクトの一員となっていく。 

 こうしたプロジェクトへの参加を促す仕組みは、

限られた期間しか研修に参加することができない

学生を、スムーズにプロジェクトの一員とするこ

とを促すために作られたものであり、重要な意味

を持つ。しかし、上級生と下級生という関係性の

中でプロジェクトへの参加を促すというプロジェ

クトの構成は、新参の学生の参加を促す一方で、

学生と現地教師のコミュニケーションを制約する

ことにもつながっていた。 

5.2.  B 校・C 校における活動の分析 

B 校・C 校において学生は、教師とコミュニケ

ーションを行うことなしにA校で上級生が行って

きた研修の内容や実施方法を継承し、研修を行っ

ていた。学生は、継続的な研修実施の中で、過去

の研修を行うことが必ずしもB校・C校の教師に

とって適切ではなく、疑問を持っていた。しかし、

学生はそうした疑問に基づいて研修を再構築する

ことができず、教師とのコミュニケーションも行

われないままであった（図５）。 

A 校での研修において学生は、倣うべき前例と

なる研修がなく、教師と関わる中で研修を作り上

げることしかできなかった。そのため学生と教師

との積極的なコミュニケーションが行われた。一

方で、B 校・C 校での研修に参加した学生は、A

図４ 学生のプロジェクトへの参加の仕方 
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校における研修が存在し、倣うべき前例として認

識していた。なぜなら、プロジェクトには上級生

と下級生という関係の中でプロジェクトの一員と

なる仕組みがあるため、学生には過去の研修は参

考すべきものとして捉えられていたからである。

しかし、A 校で実施した研修は、必ずしも他の対

象校の教師にとって適切ではなく、B 校・C 校教

師の研修に対して肯定的ではない態度や、研修に

参加する教師数の減少などから、学生は過去の研

修の実施方法に対する疑問を持つようになってい

った。 

過去の研修をB 校・C校で実施することに対し

て学生は疑問を持ち研修の改善が必要であると考

えるが、実際に改善に向けた行動に移すことがで

きず、研修内容や実施方法を変化させることがで

きなかった。その要因として、①すでに作り上げ

られてきた活動に参加する学生には新しい活動を

作り出そうという発想が生まれにくいこと、②す

でに作り上げられた研修を実施するだけでも学生

にとっては難しいこと、③上級生が作り上げてき

た研修に対する信頼、という３点があった。プロ

ジェクトに参加する学生は、上級生の促しによっ

てプロジェクトの一員となる。プロジェクトの一

員となる過程で学生が経験する研修は、上級生が

作り上げてきたA校での研修だけであり、学生は

それ以外の研修を実施しようという発想になりに

くい。また、プロジェクトでは上級生と下級生の

非対称的な関係性があり、上級生が行ってきた研

修を批判的に捉え直し、教師とのコミュニケーシ

ョンから研修を作り上るという考えに至らない。

さらに、プロジェクトのような海外での社会貢献

活動に参加した経験のない学生にとって、過去の

研修に倣い活動するだけでも容易なことではない

ため、たとえ研修に対して疑問を持ったとしても、

改善に向けた行動を起こすことが難しい。以上か

ら、学生と教師とのコミュニケーションは失われ、

過去の研修に基づいた活動が継承されていくこと

になった。 

上級生と下級生との関係性の中でプロジェクト

への参加を促すというプロジェクトの構成は、限

られた期間しか参加できない新参の学生をスムー

ズにメンバーの一員とするために有効に働く。し

かし、その構成は一方で学生と教師とのコミュニ

ケーションを制約することにもつながっていた。 

5.3.  D 校での活動の分析 

D 校では、B校・C校での活動から引き続きプ

ロジェクトに参加し大学院へ進学し最上級生とな

った４名の学生が所属しており、その４名が中心

となって研修に対する疑問から、教師とのコミュ

ニケーションから研修を作り上げようとしていた

（図６）。 

B 校、C 校での経験を経た後、大学院へと進学

しD校での研修にも関わっていた４人は、B校や

C 校での研修について反省した。例えば研修の実

施時間について、A 校での研修は、校長が授業時

間中に研修を実施することを決め、教師が教室を

図５ B 校・C 校における活動の分析結果 
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離れることができるよう、PTA の理解を得るため

の努力を学生と行っていた。そのため学生は校長

から許可が得られれば授業中でも教師は教室を離

れ、研修に参加するという認識を持っていた。し

かし、B校やC校では校長に許可を得たとしても、

教室を離れることに対する抵抗を感じる教師がお

り、研修に対する認識について学生は反省した。 

具体的にどのような研修が望ましいのか、アイ

デアを持たない学生は、定例化された夏季と春季

の長期休暇中に実施していた研修を行わず、研修

に先立って研修立案のための授業観察を行うこと

にした。４名の学生は、活動の参加経験を問わず

すべての学生が授業を観察して、D校の教師とコ

ミュニケーションを行い、教師が行う実践を知る

ことにした。教師と関わり研修を作り上げようと

した学生は、D 校の教師に対する理解に基づき、

表計算ソフトを活用したフラッシュカード型の教

材や、プレゼンテーションソフトを活用した演習

問題の提示用教材を提案した。 

B 校・C 校とは異なり、学生が研修の改善に向

けてこれまでの研修の実施方法を変化させられた

理由として、プロジェクトのコーディネーターで

あった筆者の助言があった。D校での研修を行う

にあたって４名の学生は、コーディネーターとい

う立場である筆者に、どのような研修を行うべき

かを相談した。相談に対して筆者は、筆者がA校

で研修を作り上げたように、教師が日常的に取り

組んでいる実践を関わりの中から理解し、研修と

して反映させることが重要であることを助言し、

教師と関わりを持ち日常的な実践を知るための取

り組みを行うことを提案した。 

上級生と下級生という関係性の中でプロジェク

トへと参加する学生が独力で過去の研修を批判的

に捉え直し、教師とのコミュニケーションの中か

ら研修を作り上げようと行動を変化させることは

容易ではない。そのため、海外での社会貢献活動

では、大学の担当教員やコーディネーターが、活

動をモニタリングしながら適宜介入を行うことが

重要となる。 

5.4.  海外での社会貢献活動をデザインする要件 

対象としたプロジェクトの分析から、海外での

社会貢献活動では、活動開始当初は積極的に学生

が現地の人たちと関わりを持とうとすることが分

かった。なぜなら、学生自身が現地の事情やフィ

リピンの教師が抱える問題についての理解が十分

ではないために、教師の役に立つ取り組みを行う

には、教師とのコミュニケーションから教師の理

解を深めるしか方法がないからである。しかし、

学生は一度現地の教師との関わりから研修を作り

上げると、その方法を継承し、教師とのコミュニ

ケーションが失われ、結果として相手を理解しな

いまま研修を実施する。継続的な研修実施の中で

学生は、過去の研修を他の学校でも同様に実施す

ることに疑問を持つが、上級生と下級生との関係

性の中でプロジェクトへの参加を促すというプロ

ジェクトの構成から、改善に向けた具体的な行動

を起こすことができず、教師とのコミュニケーシ

ョンは行われないままになる。このような研修の

図６ D 校における活動の分析結果 
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実施方法は、継続的に参加し研修に対して疑問を

持つ学生に対するコーディネーターの助言によっ

て改善された。コーディネーターの助言から学生

は過去の研修を批判的に捉え直し、教師とのコミ

ュニケーションから研修を作り上げようと、行動

を変化させた。 

分析の結果より得られた、海外での社会貢献活

動をデザインする際の要件として、以下の３点を

提示する。 

①新参の学生の活動への参加を促す仕組みが埋

め込まれていること 

学生が海外での社会貢献活動に参加することが

できる期間は限られている。また、活動へと参加

する学生の多くは、過去に海外での社会貢献活動

に取り組んだ経験を持たないために、いかにスム

ーズに活動の一員となって行動できるようになる

かが問題となる。そのため、対象のプロジェクト

で見られたように、学生の参加を促す仕組みが活

動に埋め込まれていることが重要となる。 

②柔軟に学生集団の活動内容を変化させること 

学生が活動を継続的に行うとき、一度行った活

動を絶対視して固定化しがちになる。過去の活動

内容は、必ずしも現在協同しようとする相手にも

適切であるとは限らないため、協同する相手が変

われば、活動の内容はその都度コミュニケーショ

ンを行い、作り直される必要がある。そのため、

学生集団が行う活動内容を柔軟に変化させること

が重要である。 

③活動の改善を促すコンサルテーションを行うこと 

学生が活動を改善しようとするとき、大学の担

当教員やコーディネーターが、改善のアイデアを

提案したり後押ししたりすることが必要である。

学生が活動に対して疑問を持ち改善しようとした

としても、学生集団の構成から、活動を変化させ

るための具体的なアイデアを得ることができなか

ったり、実際に行動に移すことができなかったり

する場合がある。そのため、大学の担当教員やコ

ーディネーターは、常に学生の活動をモニタリン

グし、改善が必要な時に、他の活動事例を紹介し

たり、具体的な活動改善のための行動案を示した

り、教育的な介入を必要に応じて行うことが求め

られる。 

 

６. 研究の課題と展望 

 本研究では、海外での社会貢献活動を行う際の

要件を提示することを目的に、学生が現地の対象

者とどのようにコミュニケーションを行うのか、

またその際に学生集団がどのように関係している

のかを明らかにしてきた。特定の事例を対象とし

た分析によって、３つの要件を提示することがで

き、今後の同様の実践を行う上での示唆を得るこ

とができた。 

 本研究の課題について、他の大学における海外

での社会貢献活動の事例を分析する必要があると

いう点が挙げられる。他の事例においても、本研

究で対象とした事例と同様の異文化間の協同の構

築過程が見られるのかどうか、相違があるとすれ

ばそれはどのようなものなのかを明らかにする必

要がある。今後、この課題に関する調査を通して、

大学における海外での社会貢献活動を行うための

要件をさらに示していくことが求められる。 
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